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はじめに 

 全国の児童相談所が対応した平成 31 年度（令和元年度）の児童虐待対応件数は

19 万件を超え年々増加するとともに、幼い子どもが亡くなる痛ましい事件も後を絶

たない状況となっています。 

国では、虐待対応件数の増加と度重なる重篤事例の発生を受け、児童福祉法等の

改正や「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」（新プラン）の策定など、児童相談

所及び市町の体制の充実や、関係機関の連携の強化を図っています。 

本県においても、令和元年度の虐待対応件数は 2,229 件と過去最多を更新すると

ともに、令和 2年 3月には平成 29 年度に発生した四日市市における児童虐待死亡事

例の検証委員会報告書がまとめられ、「家族単位」の視点からのリスクアセスメント

の強化や、児童相談所の進行管理終結後一定期間市町が関与する段階的な見守り体

制の構築等について提言が出されました。 

これらを受けて、当センターでは、平成 26 年度から取り組んでいるリスクアセス

メントツールの運用を通じて得たデータをもとに開発された、人口知能（AI）を活

用した児童虐待対応支援システムを、本年 7月から県内すべての児童相談所に本格

導入するとともに、北勢児童相談所では、担当ケースが多い四日市市・三重郡を管

轄する家庭児童支援二課を分割し、より迅速に対応できる体制を整えました。 

また、令和元年度に策定した「三重県社会的養育推進計画」に基づき、児童虐待

の未然防止から自立支援まで切れ目のない総合的な対策を進めるため、里親委託の

推進に向けたフォスタリング業務の包括的な実施体制の構築や子どもの権利擁護の

一層の推進、市町の子ども家庭総合支援拠点設置への支援等に取り組んでいるとこ

ろです。 

一方、本年の初めから世界的に拡大した新型コロナウイルス感染症では、児童相

談体制の維持や虐待相談の増加、保護者が感染し養護欠損となった児童への対応な

ど、多岐に渡る課題に取り組んでいく必要に迫られています。 

こうした状況の中で、ICT 技術の活用など、ウィズコロナの時代に対応した業務

のあり方を児童相談センターの全職員で考えてまいります。 

最後になりましたが、本冊を児童福祉推進の資料として、広く活用していただけ

れば幸いに存じます。 

 

                       令和２年１１月 

                        三重県児童相談センター 

所長  中村 徳久 



目        次 

 

Ⅰ 児童相談センター 

１ 児童相談センター設立の経過と組織 ········································ １ 

２ 児童相談センター各室（課）の主な業務 ···································· ４ 

(1) 総務・家庭児童支援室 総務調整課 ······································ ４ 

(2) 総務・家庭児童支援室 家庭児童支援課 ·································· ４ 

(3) 児童相談強化支援室 ···················································· ４ 

(4) 一時保護室 ···························································· ４ 

３ 児童相談センター組織図 ·················································· ５ 

４ 児童相談センター各室の職員数 ············································ ６ 

５ 児童相談センターの主な取組 ·············································· ８ 

(1) 市町支援の取組 ························································ ８ 

(2) 人材育成への取組 ···················································· １２ 

(3) アセスメントツール活用強化事業 ······································ １５ 

(4) 児童虐待進行管理モニター強化事業 ···································· １５ 

(5) 里親推進に向けた取組 ················································ １５ 

６ 児童相談所管内別基礎データ ············································ １６ 

７ 児童相談業務の流れ ···················································· １７ 

８ 児童相談の種類及び主な内容 ············································ １８ 

Ⅱ 児童相談の状況 

１ 相談受付の状況 ························································ １９ 

(1) 児童相談所別・通告経路別件数 ········································ １９ 

(2) 年度別・種類別件数 ·················································· ２０ 

(3) 市町における児童家庭相談受付件数＜参考＞ ···························· ２１ 

(4) 種類別・年齢別件数 ·················································· ２２ 

２ 相談対応の状況 ························································ ２３ 

(1) 種類別・対応別件数 ·················································· ２３ 

３ 一時保護の状況 ························································ ２４ 

(1) 種類別・年齢別受付対応件数（所内保護分） ···························· ２４ 

(2) 対応別保護延べ日数（所内保護分） ···································· ２５ 

(3) 年度別・年齢別受付対応件数（所内保護分） ···························· ２５ 

(4) 一時保護対応件数 ···················································· ２６ 

４ 児童福祉施設入所児童数 ················································ ２７ 

 

Ⅲ 相談種別別対応件数等の状況 

１ 養護相談の状況 ························································ ２８ 



(1) 養護理由別対応件数 ·················································· ２８ 

(2) 虐待相談の対応状況 ·················································· ３０ 

２ 非行関係相談の状況 ···················································· ３３ 

(1) ぐ犯、触法行為別・年齢別受付件数 ···································· ３３ 

３ 不登校相談の状況 ······················································ ３５ 

(1) 年度別・学年別受付件数 ·············································· ３５ 

(2) 児童相談所別対応件数 ················································ ３５ 

Ⅳ 里親の状況 

１ 児童相談所別里親登録数 ················································ ３６ 

２ 委託児童数 ···························································· ３６ 

(1) 児童相談所別委託児童数 ·············································· ３６ 

(2) 年度別里親登録数、委託児童数 ········································ ３６ 

３ 里親委託率 ···························································· ３６ 

Ⅴ 青少年健全育成 

１ 立入調査実施状況 ······················································ ３７ 

２ 協力店舗状況 ·························································· ３７ 

＜参考＞ 

三重県児童福祉施設一覧表 ················································· ３８ 



Ⅰ 児童相談センター 

児童相談センターは、児童相談所を取り巻く状況の変化に対応するため、平成１７年４月１

日に設立されました。 

 

１ 児童相談センター設立の経過と組織            令和２年４月１日現在 
(1) 保健所、福祉事務所、児童相談所の統合 
平成１０年４月に、県民局の充実強化、組織の総合化という流れのなかで、保健所
(11)、福祉事務所(7)、児童相談所(5)を統合し、９つの「生活創造圏」ごとに県民局保
健福祉部が設置されました。 
また、組織のフラット化による意思決定の迅速化、組織をできるだけ大括りにするこ
とによる柔軟な組織運営、職員の能力の有効活用を趣旨とした「係」制に代わる「グル
ープ」制が導入されました。 
従来の５児童相談所は、県民局保健福祉部児童グループとなり、所長は児童監として
兼務することになりました。児童相談所がない県民局の保健福祉部には、保健福祉グル
ープが設置され、児童相談所機能の一部を担当することとなりました。 

 
(2) 課の廃止とチームの設置 
平成１４年４月全庁的に課を廃止し、チーム制を導入することになり、県民局保健福
祉部においても、児童グループは児童相談チームとなり、所長はチームマネージャーを
兼務することとなりました。 
その際、業務内容についても検討され、 
○ 北勢、中央児童相談所は、危機介入を中心とした、より専門性や要保護性の高
い、養護相談、虐待相談、非行相談、不登校相談に専門特化した機能をもつ児童
相談チームとして設置されました。 
○ 県民局保健福祉部保健福祉グループは、子育て支援グループとして、児童相談所
から児童の発達・障害相談機能の移管を受け、母子保健、母子寡婦福祉、女性相
談（ＤＶ 相談）、保育所事務を受け持つ「児童に関する保健・福祉の総合的な
サービス提供窓口」として設置されました。 
○ 他の３児童相談所については、児童相談チームと子育て支援グループの機能を併
せ持つ児童家庭チームとして設置されました。 

平成１６年４月からチームは「室」と名称が変更されました。 
 
(3) 児童相談センターの設置 
急増する児童虐待等に対応する児童相談所として、次のような問題点が指摘されてき
ました。 
○ 児童虐待に対応する専門的人材が不足していること。 
○ 児童虐待等の困難事例が急増するなかで、技術的、人材的に現行の県民局別の児
童相談所での業務体制に限界が目立ってきたこと。 
○ 児童福祉法の改正で、市町村が児童相談の第一義的相談窓口の役割を担う等、児
童相談の役割分担化、専門化が進められるなかで、全県的に児童相談体制をリー
ドする企画調整機能が必要とされたこと。 
○ バックアップ体制不足による児童相談所職員の過度の心理的負担が増加したこ
と。 
○ 中長期的な児童相談体制を支える人材の育成とスキルの蓄積が必要とされたこ
と。 
○ 施設入所児童の自立支援のための十分なフォローが必要とされたこと。 
これらの問題に対応するための見直しの方向性として、 
○ 三重県の児童相談所の専門性向上や効率的サービスの提供を自ら考え、実施する
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仕組みづくり。 
○ 全児童相談所を一体的、地域横断的にマネージメントできる体制づくり。 
○ 児童相談現場への助言・指導等が支援できる体制づくり。 
○ 子どもの危機管理的対応、困難ケースへの対応強化等、児童の安全確保と保護を
適切に対応できる体制づくり。 
○ 新たな行政需要に対応できる体制づくり。 
等について検討を行いました。 
検討の結果、児童相談の実施に係る全ての権限を有する、県民局から独立した単独地
域機関として、平成１７年４月、三重県児童相談センターを設置することとしました。 
○ 児童相談センターには、総務・企画調整室、家庭自立支援室、虐待対策支援室、
一時保護室の４室を置き、職員はどれかの室に配属されました。 
○ 室に配属された職員は、児童相談所に駐在して児童相談業務を担当することとし
ました。 
○ 児童相談所長は、総務・企画調整室に配属されますが、業務は各児童相談所にお
いて職員を統括し、ケースの進行管理を行い、法に定められた権限を行使するこ
ととしました。 
○ 児童相談センターが全児童相談所の中央機能を担うこととなったため、従来の中
央児童相談所を中勢児童相談所と名称変更しました。 
○ 県民局子育て支援グループは廃止し、経過的な処置として児童相談所職員が保健
福祉部職員を兼務して県民局保健福祉部に駐在し、従来の児童相談と法改正によ
る市町村における相談業務の支援を行うこととしました。 

 
(4) 保健福祉部職員兼務の廃止 
平成１８年度の組織改編により、児童相談所職員の保健福祉部兼務はなくなり、児童
相談は児童相談所において対応することとなりました。 

 
(5) 児童相談センターの組織見直し（現在の各室の主な業務内容は４頁参照） 
○ 平成２０年度 

· 児童虐待ケースに対するより的確な対応、家族再生支援業務の推進、児童福祉司
の専門性の強化や育成等を図るため、「家庭自立支援室」と「虐待対策支援室」
の二室を「家庭自立支援室」と「児童自立支援室」の二室に再編しました。 

· 北勢及び中勢児童相談所の「家庭支援課」と「虐待対応課」を統合し、「家庭自
立支援一課」「家庭自立支援二課」「児童自立支援課」の三課を設置しました。 

○ 平成２１年度 
· 「家庭自立支援室」と「児童自立支援室」を統合し「家庭児童自立支援室」を設
置しました。 

· 北勢及び中勢児童相談所の課名を「家庭児童支援一課」「家庭児童支援二課」「家
庭児童支援三課」に変更しました。 

· 南勢志摩、伊賀、紀州の各児童相談所に「家庭児童支援課」を新設しました。 
○ 平成２２年度 

· 「家庭児童自立支援室」を「家庭児童支援室」に変更しました。 
○ 平成２３年度 

· 「家庭児童支援室」に「改革推進課」「自立支援課」の２課を新設しました。 
· 北勢児童相談所に「家庭児童支援四課」を設置し４課体制にしました。 
○ 平成２５年度 

· 法的対応力及び介入型支援を強化するため「法的対応室」を新設しました。 
· 市町における児童相談体制強化を支援するため「市町支援プロジェクトチーム」
を新設しました。 

· 「家庭児童支援室」の「改革推進課」を廃止しました。 
· 「総務・企画調整室」を「総務調整室」に変更しました。 
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○ 平成２８年度 
· 児童相談所及び市町に対する窓口を一本化し一元的に支援を展開していくため、
「法的対応室」及び「市町支援プロジェクトチーム」を統合し「児童相談強化支
援室」、「児童相談強化支援課」を設置しました。 

○ 平成２９年度 
· 「総務調整室」及び「家庭児童支援室」を統合し「総務・家庭児童支援室」と
し、「総務調整課」及び「家庭児童支援課」を設置しました。 

· 北勢児童相談所に「副所長」を配置しました。 
· 言語・聴覚部門を６月１日に新設された「三重県立子ども心身発達医療センタ
ー」に移管しました。 

○ 平成３０年度 
· 安倍内閣総理大臣が児童相談センターに来所され、現場職員と意見交換を行いま
した。また、中勢児童相談所及び、併設の一時保護所を視察されました。 

○ 平成３１年度（令和元年度） 
· 県内の虐待相談対応件数が増加し平成２９年度に過去最多となり、なかでも県北
部の５市５町を管轄する北勢児童相談所では全体の約５８％を占め、緊急時の対
応や市町との連携の面で地理的な課題が生じていました。このため、鈴鹿児童相
談所を開設し、市との連携、緊急時の対応の充実を図りました。これに伴い、北
勢児童相談所の副所長を廃止しました。 

· 平成２５年度から取り組んでいるリスクアセスメントツールで得たデータを活用
し、産業技術総合研究所と共同して、ＡＩを活用した児童虐待対応支援システム
の実証実験を中勢児童相談所と南勢志摩児童相談所で開始しました。 

○ 令和２年度 
· 北勢児童相談所において、課長のマネジメント機能の向上と職員間の情報共有を
円滑にするために、三泗地区を所管する家庭児童支援二課を分割しました。 

· 児童福祉法改正による介入と支援の分離については、北勢児童相談所と中勢児童
相談所は当番制により対応し、他の小規模児相は組織変更せず、所全体で対応す
ることとしました。 

· 昨年度実証実験を行った人工知能（ＡＩ）を活用した児童虐待対応支援システム
を全児童相談所に導入しました（令和２年７月）。これにより、迅速で的確な虐
待対応が期待されます。 
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２ 児童相談センター各室（課）の主な業務         令和２年４月１日現在 

(1) 総務・家庭児童支援室 

総務調整課 

・ 児童相談センターの人事に関すること 

・ 児童相談センターの予算に関すること 

・ 児童相談センターの庶務経理に関すること 

・ 児童相談センターの統計、分析に関すること 

・ 児童相談センターの広聴・広報に関すること 

・ 庁舎管理・修繕に関すること 

・ 防災及び危機管理に関すること 

・ 児童福祉法第 56条保護者負担金に関すること 

 

(2) 総務・家庭児童支援室 

家庭児童支援課 

・ ファミリーホーム・里親委託推進に関すること 

・ 児童福祉施設への入所調整に関すること 

・ 児童福祉施設の事故対応調整に関すること 

・ 児童福祉施設の処遇改善・質の向上に関すること 

・ 療育手帳、心理検査等の調整に関すること 

 

(3) 児童相談強化支援室 

児童相談強化支援課 

・ 児童虐待の防止に関すること 

・ 各児童相談所における児童虐待の危機管理に関すること 

・ 児童相談所職員等の専門性向上に関すること 

・ 児童相談所児童記録システムに関すること 

・ 社会福祉審議会児童福祉専門分科会こども相談支援部会に関すること 

・ 市町の相談体制強化の支援に関すること 

・ 市町における児童相談に係る人材育成の支援に関すること 

・ 市町要保護児童対策地域協議会の支援に関すること 

 

(4) 一時保護室 

・ 一時保護児童の生活指導及び行動診断に関すること 

・ 中勢及び北勢児童相談所一時保護所における入・退所調整に関すること 

・ 一時保護児童の健康管理、感染予防プログラムに関すること 

・ 一時保護児童の心理療法の実施に関すること 

・ 一時保護児童の処遇に関するスーパーバイズに関すること 
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３ 児童相談センター組織図 

令和２年４月１日現在 

                 児童相談センター所長 

 

 

  副所長兼総務・家庭児童支援室長       児童相談強化支援室長     一時保護室長 

 

総務調整課  家庭児童支援課   児童相談強化支援課 

北勢児童相談所長 家庭児童支援一課                 一時保護課 

 家庭児童支援二課 

 家庭児童支援三課 

       家庭児童支援四課 

 

鈴鹿児童相談所長 家庭児童支援課 

 

中勢児童相談所長 家庭児童支援一課                 一時保護課 

 家庭児童支援二課 

 家庭児童支援三課 

 

南勢志摩児童相談所長 家庭児童支援課 

 

伊賀児童相談所長 家庭児童支援課 

 

紀州児童相談所長 家庭児童支援課 

 

所名 管轄地域 

北勢児童相談所 四日市市、桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町、菰野町、 

朝日町、川越町 

鈴鹿児童相談所 鈴鹿市、亀山市 

中勢児童相談所 津市、松阪市、多気町、明和町、大台町 

南勢志摩児童相談所 伊勢市、鳥羽市、志摩市、玉城町、度会町、大紀町、 

南伊勢町 

伊賀児童相談所 名張市、伊賀市 

紀州児童相談所 尾鷲市、熊野市、紀北町、御浜町、紀宝町 
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４ 児童相談センター各室の職員数 

職員数２０７名 （正職員１２９名、非常勤職員７８名） 令和２年４月１日現在 

 

センター所長                           １ 
 

総務・家庭児童支援室 １０（３） 
      副所長兼室長 １  精神科医師  １  課長     ２ 
      事務職員   ５  児童福祉司  １   
  非常勤職員  ３ 
こども家庭専門指導員（１） 家庭的養護支援嘱託員（１） 
里親委託推進員（１）  

 
       各児童相談所駐在                        ６ 

  児童相談所長  ６   
 
      児童相談強化支援室 ６（３） 

室長    １   課長   １  児童福祉司等  ４ 
       非常勤職員 ３ 

法的対応等支援嘱託員（１）法的対応指導員（弁護士）（１） 
子どもの権利擁護コーディネーター（１） 

 
       各児童相談所駐在 ８５（２３） 
        課長     １１  児童福祉司 ４３  児童心理司 ２０ 

   相談担当職員  ６  保健師 ５ 
   非常勤職員  ２３ 

         精神科嘱託医（１）児童虐待対応協力員（９） 
被虐待児対応心理補助嘱託員（７） 青少年総合支援専門員（６） 
  

      一時保護室                            １ 
       室長  １（中勢児童相談所一時保護課長と兼務） 
 
       各児童相談所駐在 ２０（４９） 
        課長 １  児童指導員 １９ 
        非常勤職員               
         心理判定員（２）一時保護対応協力員（３３）炊事業務等嘱託員（７） 

宿日直事務嘱託員（７）  
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各児童相談所の人員 

 
    北勢児童相談所   ７０名 

所 長  １   
課 長  ５ 児童福祉司等 １７ 
児 童 心 理 司  ６ 保 健 師  ３ 
一時保護所職員 １０ 非 常 勤 職 員 ２８ 

 
    鈴鹿児童相談所   １５名 （外数として北勢児相との兼務保健師２名） 

所     長  １ 課     長  １ 
児童福祉司等  ７  児 童 心 理 司  ３ 
非 常 勤 職 員  ３ 

 
中勢児童相談所   ６７名 （一時保護課長は一時保護室長と兼務） 

所 長  １  課 長  ４ 
児童福祉司等 １２ 児 童 心 理 司  ５ 
保 健 師  ２  一時保護所職員  ９ 
非 常 勤 職 員 ３４ 

                
    南勢志摩児童相談所 １１名 （外数として保健所との兼務保健師１名） 

所     長  １ 課     長  １ 
児童福祉司等  ５  児 童 心 理 司  ２ 
非 常 勤 職 員  ２ 

 
    伊賀児童相談所   １２名 （外数として保健所との兼務保健師１名） 

所     長  １ 課     長  １ 
児童福祉司等  ６ 児 童 心 理 司  ２ 
非 常 勤 職 員  ２ 

 
    紀州児童相談所     ９名 （外数として保健所との兼務保健師２名） 

所     長  １ 課     長  １ 
児童福祉司等  ２ 児 童 心 理 司  ２ 
非 常 勤 職 員  ３ 
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５ 児童相談センターの主な取組 
 

(1) 市町支援の取組 
三重県全体の児童相談体制の強化に向け、県と市町の情報共有や役割分担に関する課題

への適切な対応や市町の児童相談体制の強化を支援するため、平成 24 年度から児童相談所

と市町が定期協議を実施しています。 

また、市町における児童相談対応の中核組織となる市町要保護児童対策地域協議会の運

営やケースマネジメント力の向上に向けて、有識者であるアドバイザー等を派遣しています。 

さらに、市町職員の人材育成を支援するため、テーマ別研修や各児童相談所管轄で事例

検討会等を開催しています。 

なお、平成 31年度（令和元年度）に実施した市町支援に関する主な取組は以下のとおり

です。 

  

ア 市町との定期協議の実施状況 

実 施 期 間 実  施  内  容 

６月～７月 

市町の児童相談体制の課題を把握し、連携の円滑化、ケース進行管理

の徹底やバックアップの強化を図るため、児童相談体制強化確認表をツ

ールとして市町との協議を実施し、課題解決に向けて共に取り組みまし

た。 

 

なお、定期協議で決定した改善のための取組について、課題解決の促進を図るため、令

和元年 11月～12 月にかけて、8市町を訪問し助言・支援しました。 
 

イ 市町児童福祉主管課長会議の開催状況 

日 程 会  議  内  容 出席者 

１０／３０ 子どもを虐待から守る条例の改正について等 
県内各市町 

児童福祉主管課長等 

 

ウ 児童虐待にかかる関係行政機関連絡会議の開催状況 

児童相談所と警察の連携をより一層強化し、児童虐待事案に迅速かつ適切な対応を図る

ため、令和元年 11月１日に警察と児童相談所による立入調査等の訓練を実施しました。 

各児相管内においては、警察・市町・教育委員会・児童相談所の実務者担当者を対象に、

児童虐待についての講義と事例検討会を行いました。 

 

研 修 テ ー マ 講   師 日 程 
参加職員 

（市町職員） 

ブロック別研修会（事例検討会） 

＜児童相談所管内別各１回＞  

社会福祉法人恩賜財団母子愛育

会愛育研究所 客員研究員 

山本 恒雄 

11/14,29 

12/2,1/6 １０３名 
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エ 市町アドバイザー派遣事業実施状況 

アドバイザー 

派遣市町数 

アドバイザー 

派遣回数 
派 遣 内 容 

１２市町 １６回 
市町要保護児童対策地域協議会での運営支援及びケース

マネジメント支援 

 

オ 市町スーパーバイザー派遣事業実施状況 

スーパーバイザー 

派遣市町数 

スーパーバイザー 

派遣回数 
派 遣 内 容 

５市町 １４回 
市町における児童虐待相談等の相談援助業務に対する助

言等 

 

カ 児童福祉司任用前講習（児童福祉法第 13条第 3項第 5号）及び 

要対協調整担当者研修会（児童福祉法第 25 条の２第 8項） 

研 修 テ ー マ 講   師 日 程 参加職員 

子ども家庭相談援助制度及び実施体制 児童相談所長 

４/１２ 

２３名 

児童相談所の役割と連携 児童相談所長 ２３名 

子どもの権利擁護と倫理 
鈴鹿医療科学大学 

教授 藤 原 正 範 
２３名 

要保護児童対策地域協議会の運営 
立命館大学 

教授 野 田 正 人 
４/１８ 

２４名 

会議の運営とケース管理 ２３名 

子どもの所属機関の役割と連携 ２３名 

障害相談・支援の基本 障害者相談支援センター所長 

４/２４ 

２４名 

非行対応の基本 
元家庭裁判所調査官 
早 川 武 彦 

２４名 

母子保健の役割と保健機関との連携 児童相談センター職員 ２６名 

心理検査・療育手帳について 児童相談センター職員 ２４名 

子ども虐待対応の基本 児童相談所長 

５/１５ 

２５名 

子どもと家族の生活に関する法と制度の理解 子ども・福祉部関係課長等 ２５名 

行政権限の行使と司法手続き 児童相談センター職員 － 

子どもの成長・発達と生育環境 児童相談センター職員 

５/２０ 

２２名 

社会的養護による自立支援と市区町村の役割 
特定非営利活動法人 
児童虐待防止協会 
理事長 津 崎 哲 郎 

２１名 

子ども家庭支援のためのソーシャルワーク 皇學館大学 

教授 吉 田 直 樹 
５/３１ 

２３名 

子ども家庭相談の運営と相談援助のあり方 ２３名 
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キ 市町児童福祉担当職員等研修会実施状況 

研 修 テ ー マ 講   師 日 程 
参加職員 

（市町職員） 

市町児童福祉担当職員情報交換会 ― ７／１２ 
 ２２名 

（２２名） 

子ども家庭総合支援拠点の開設に向け

て～スタートアップ研修会～ 

日本大学危機管理学部 

准教授 鈴木秀洋 
７／３１ 

４８名 

（４５名） 

※研修テーマによっては市町職員の他、児童相談所職員等も受講している。 

 

ク 児童福祉に関する指定講習会実施状況 

講 義 名 日 程 講    師 

「児童福祉論」 

「要保護児童対策地域協議会運営論・ 

市町児童家庭相談援助論」 

８／２９ 
鈴鹿医療科学大学 教授 藤原 正範 

立命館大学    教授 野田 正人 

「児童相談所運営論」 

「障害者福祉論」 
９／５ 

鈴鹿児童相談所  所長 森本 良一 

三重大学     教授 松浦 直己 

「社会福祉援助技術論」 

「社会福祉援助技術演習」 
９／１３ 皇學館大学 教授 吉田 直樹 

「養護原理」 

「児童虐待援助論（初期対応）」 
１０／４ 

里山学院 法人統括施設長 鍵山 雅夫 

三重県児童相談センター 元所長 鈴木 聡 

「児童虐待援助論（発生予防）」 

「児童虐待援助演習」 
１０／２３ 

特定非営利活動法人 児童虐待防止協会 

理事長 津崎 哲郎 

修了者数  児童福祉司任用資格認定証交付者            ３０名 

       修了証書交付者                     ４名 

※この講習会は、厚生労働省告示に基づく講習会です。H27 年度から、市町・児相職員のほか、乳児

院・児童養護施設職員、私立認可保育園職員も受講対象としています。 
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【児童福祉司資格認定講習会における市町別認定者数】                      （単位：人） 

  年度 

市町 
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

31 年度 

（元年度） 

津 市  3 1 3 2 1 

四日市市 2 3 1 1 2 3 

伊 勢 市 1 1 1 1 1 2 

松 阪 市  2 2 2  2 

桑 名 市 2 1 4 1 3 5 

鈴 鹿 市      1 

名 張 市 4 4 
 

 2 1 

尾 鷲 市  
 

1 1   

亀 山 市 1  
 

   

鳥 羽 市 1 1 1  2 3 

熊 野 市       

いなべ市 
 

1  1  1 

志 摩 市 1  
 

 1 1 

伊 賀 市 3 2 1 2   

木曽岬町      1 

東 員 町   1 2  1 

菰 野 町 1 
 

1  1  

朝 日 町 1  
 

   

川 越 町 1  
 

 1  

多 気 町 
 

     

明 和 町 1 
 

1 1   

大 台 町 1  
 

   

玉 城 町  
 

1  3 2 

度 会 町 1 2 
 

   

大 紀 町  
 

    

南伊勢町       

紀 北 町       

御 浜 町       

紀 宝 町  
 

    

計 21 20 16 15 18 24 
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(2) 人材育成への取組 
児童相談所職員等の法的対応力等専門性の向上を目的として、平成２３年度に研修体系の見

直しを行い、「三重県児童相談所職員研修体系・人材育成の考え方」を取りまとめました。 

平成２４年度から、新たな研修体系に基づき、的確な判断能力と使命感を持った人材育成に努

めています。 

なお、平成３１年度（令和元年度）に実施した人材育成に関する主な取組は、以下のとおり

です。 

 

ア 児童福祉司任用前講習（児童福祉法第１３条第 3項第 5号） 

研 修 テ ー マ 講   師 日 程 参加職員 

子ども家庭相談援助制度及び実施体制 児童相談所長 

４/１２ 

１７名 

児童相談所の役割と連携 児童相談所長 １８名 

子どもの権利擁護と倫理 
鈴鹿医療科学大学 

教授 藤 原 正 範 
１８名 

要保護児童対策地域協議会の運営 
立命館大学 

教授 野 田 正 人 
４/１８ 

１４名 

会議の運営とケース管理 １６名 

子どもの所属機関の役割と連携 １７名 

障害相談・支援の基本 障害者相談支援センター所長 

４/２４ 

１６名 

非行対応の基本 
元家庭裁判所調査官 
早 川 武 彦 

１７名 

母子保健の役割と保健機関との連携 児童相談センター職員 １８名 

心理検査・療育手帳について 児童相談センター職員 １８名 

子ども虐待対応の基本 児童相談所長 
５/１５ 

１６名 

行政権限の行使と司法手続き 児童相談センター職員 １５名 

子どもの成長・発達と生育環境 児童相談センター職員 

５/２０ 

１７名 

社会的養護による自立支援と市区町村の役割 
特定非営利活動法人 
児童虐待防止協会 
理事長 津 崎 哲 郎 

１４名 

子ども家庭支援のためのソーシャルワーク 皇學館大学 

教授 吉 田 直 樹 
５/３１ 

１３名 

子ども家庭相談の運営と相談援助のあり方 １２名 

 

イ 初任者研修（児相 1年目） 

 

区分 研修テーマ 講師 日程 参加職員 

施設体験
研修 

児童養護施設等で入所児童へ
の指導等を体験する 
①児童心理療育施設 悠 
②子ども心身発達医療センター 
③国児学園（1泊 2日） 
④みどり自由学園 
⑤一時保護所 

施設職員
等 

①12/4,11 のうち 1日 
②12/12 
③1/29～30 
④1/20,22,24 のうち１
日 
⑤8/5,8 のうち 1日 
 

①４名 
②４名 
③２名 
④７名 
⑤４名 
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ウ 児童福祉司任用後研修（児童福祉法第 13条第 8項） 

研 修 テ ー マ 講   師 日 程 参加職員 

子どもの面接・家族面接に関する技術 特定非営利活動法人  
児童虐待防止協会  
理事長 津崎 哲郎 

１０/１７ 
２０名 

社会的養護における自立支援 １８名 

子ども虐待対応 
社会福祉法人恩賜財団 
母子愛育会愛育研究所 
客員研究員 山本 恒雄 

１０/２４ １９名 

非行対応 
鈴鹿医療科学大学 
教授 藤原 正範 １０/３０ 

２１名 

行政権限の行使と司法手続き 児童相談センター職員 １８名 

子ども家庭支援のためのケースマネジ
メント 

皇學館大学  
教授 吉田 直樹 

１１/８ ２１名 

関係機関（市区町村を含む）との連携・
協働と在宅支援 

立命館大学  
教授 野田 正人 １１/２２ 

１７名 

児童相談所における方針決定の過程 児童相談所長 １７名 

 

エ 研修 

研修名 講師 日程 参加職員 

子ども家庭総合支援拠点の開設に向けて 

～スタートアップ研修会～ 

日本大学危機管理学部 

准教授 鈴木秀洋 
７／３１ 

市町、児童相談所

職員 

 ４８名 

 

オ 児童相談所職員研修 

研修名 講師 日程 参加職員 

「家庭復帰に向けての課題整理と関係

機関との連携について」 

社会福祉法人恩賜財団 

母子愛育会愛育研究所 

客員研究員 山本 恒雄 

９/２６ １９名 

 

カ 児童福祉施設等職員との合同研修（総務・家庭児童支援室が担当） 

研修名 講師（敬称略） 日程 参加職員 

ＣＡＰ※施設職員セミナー 

※入所児童（養護３施設、福祉型２施設）

に対してもＣＡＰプログラムを実施しま

した。 

ＣＡＰみえ 

７／４ 
児相  ９名 

施設 ２０名 

７／１１ 
児相  ７名 

施設 １８名 

児童相談

所 OJT 

OJT リーダーを選任し、チェッ

クシートや育成シートを活用

し初任者を育成 

児童相談

所職員 

通年 １６名 

- 13-



児童相談所－児童福祉施設 合同研修会 

「児童福祉施設の高機能化・多機能化の

取り組み ～児童家庭支援センターでの

実践～」 

児童家庭支援センター 和 

センター長 古屋 康博 
１０／１０ 

児相 １２名 

施設 ３１名 

他   １名 

児童相談所－児童福祉施設 合同研修会 

心理研修① 

「事例検討会」 

児童相談センター 

児童精神科医 高城 博 
１０／２５ 

児相 ２０名 

施設  ８名 

他   １名 

児童相談所－児童福祉施設 合同研修会 

「社会的養護の子どもたちの自立支援に

ついて考える」 

愛知淑徳大学 福祉貢献学部 

教授 谷口 純世 
１１／１４ 

児相 １９名 

施設 １４名 

児童相談所－児童福祉施設 合同研修会 

心理研修② 

「社会的養護の子どもたちへのメンタラ

イゼーション」 

千葉県銚子児童相談所 

児童心理司 菊池 裕義 
１１／２９ 

児相 １７名 

施設 １４名 

他   １名 

児童相談所－児童福祉施設 合同研修会 

「知的障がい・発達障がいのある子どもへ

の性教育」 

岐阜大学 医学教育開発研究

センター 

講師 川上 ちひろ 

１２／１２ 

児相 ２０名 

施設 ３０名 

他   ２名 

児童相談所－児童福祉施設 合同研修会 

「社会的養護の経験者の声からライフス

トーリーワークを考える」 

佛教大学社会福祉学部社会福

祉学科 

講師 長瀬 正子 

２／２７ 
児相 ２３名 

施設 １８名 
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(3) アセスメントツール活用強化事業 
平成３１年度（令和元年度）においては、ツールの活用を強化するため引続き山本恒雄氏
にデータの分析とその結果に基づく研修を委託し、リスクアセスメントシートの改良と調査
項目の提案を受け、職員との意見交換を行いました。 
 
(4) 児童虐待進行管理モニター強化事業 
子どもや保護者の状況、家庭環境の変化等をきめ細かく把握し、的確なケース対応を行う
ため、対応の必要度に応じて、定期的に子どもが在籍する学校、保育所等を訪問し、当該子
ども及び家庭の情報を収集する事業です。 
平成３１年度（令和元年度）においては、社会福祉法人アパティア福祉会に委託し、引き
続き津市及び四日市市、三重郡において事業を実施しました。 
 
(5) 里親委託推進に向けた取組 
 ≪里親養育包括支援事業≫ 
   フォスタリング機関育成支援事業 
    南勢志摩児童相談所管内において、里親制度の普及啓発から里親等への研修、里親訪
問等支援に至るまでの包括的なフォスタリング業務を社会福祉法人に委託し、フォスタ
リング機関の育成支援を行いました。 

 ≪里親普及啓発事業≫ 
① 里親シンポジウム 
    里親月間に、里親シンポジウム「子どもにとっての家族とは ～里親家庭・養子縁組
家庭・ファミリーホームと社会的養育～」を開催しました。第一部では、「写真展フォス
ターからみる里親・養子縁組 かぞくのくらし」と題して講演を、第二部では、養育里
親、ファミリーホーム養育者、施設養育経験者を交えてのパネルディスカッションを行
いました。 
② 里親説明会・里親出前講座 
    各児童相談所管内で里親説明会を開催するとともに、里親支援専門相談員と連携して、
民生委員・児童委員や教職員、ファミリーサポートセンター等の会議・研修の場で里親
出前講座を実施しました。 
③ イベントでの啓発活動、広報 
    市町と連携して、おばた参宮市（伊勢市）やふれあい広場鈴鹿（鈴鹿市）に啓発ブー
スを出展するとともに、市役所・町役場等でのポスター掲示、市町広報誌や子育て情報
誌等への記事掲載などを行いました。 

 ≪里親支援事業≫ 
① 里親登録前研修 
    里親登録希望者を対象に、①基礎研修、②登録前Ⅰ研修、③登録前Ⅱ研修(養育)、④
登録前Ⅱ研修（養子縁組）の計４日間、年３クール開催しました。 
② 養育里親更新研修 
登録更新を希望する養育里親を対象として、「里親制度を取り巻く状況について」「里
親家庭における子どもの権利擁護」等をテーマに更新研修を開催しました。 
③ 里親スキルアップ研修 
    現在登録している全里親を対象に研修を開催し、さらなる養育力の向上を図りました。 
    ⅰ）フォスタリングチェンジプログラム（全１２回） 
    ⅱ）里親支援専門相談員と連携した里親トーク会（年１回） 
④ 里親委託推進委員会（年３回） 
    三重県里親会、三重県児童養護施設協会、児童委員、学識経験者等で構成する委員会
を開催し、里親制度のより一層の推進を図るため、議論を深めました。 
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面 積 人 口

男 女 計

(km2) (人)

(人) (人) (人)

桑 名 市 136.68 139,429 11,431 10,964 22,395 20 13 6 0 0 6 29 11 0 0 233 24

いなべ市 219.83 45,458 3,473 3,314 6,787 13 0 0 0 0 0 11 4 0 0 96 8

四日市市 206.48 309,962 24,265 23,182 47,447 53 33 3 0 0 3 38 25 0 0 555 54

桑 名 郡 15.74 6,144 363 373 736 0 0 1 0 0 1 1 1 0 0 11 2

員 弁 郡 22.68 25,588 2,095 2,057 4,152 6 6 0 0 0 0 6 2 0 0 48 4

三 重 郡 121.73 66,496 6,172 5,913 12,085 12 7 0 0 1 1 8 4 0 0 116 9

計 3市5町 723.14 593,077 47,799 45,803 93,602 104 59 10 0 1 11 93 47 0 0 1,059 101

鈴 鹿 市 194.46 195,748 15,628 15,091 30,719 37 16 5 0 0 5 30 10 0 1 342 33

亀 山 市 191.04 50,074 4,261 3,985 8,246 12 5 2 0 0 2 11 3 0 0 93 9

計 ２　　市 385.50 245,822 19,889 19,076 38,965 49 21 7 0 0 7 41 13 0 1 435 42

津    市 711.19 275,105 21,303 20,147 41,450 44 30 20 0 0 20 50 23 1 0 573 44

松 阪 市 623.58 159,774 12,765 11,819 24,584 34 20 0 0 3 3 36 12 0 0 361 27

多 気 郡 506.96 45,764 3,541 3,402 6,943 10 1 3 0 2 5 15 5 0 0 134 8

計 2市3町 1,841.73 480,643 37,609 35,368 72,977 88 51 23 0 5 28 101 40 1 0 1,068 79

伊 勢 市 208.35 123,631 9,183 8,871 18,054 27 9 8 0 0 8 23 12 0 0 280 28

鳥 羽 市 107.34 17,918 1,155 997 2,152 8 1 0 0 0 0 9 5 0 0 53 3

志 摩 市 178.95 46,666 2,733 2,664 5,397 13 6 0 0 0 0 7 6 0 0 130 11

度 会 郡 651.10 42,255 2,810 2,620 5,430 15 0 0 0 1 1 12 6 0 0 156 9

計 3市4町 1,145.74 230,470 15,881 15,152 31,033 63 16 8 0 1 9 51 29 0 0 619 51

伊 賀 市 558.23 87,083 6,126 5,964 12,090 30 2 1 0 0 1 20 10 0 0 281 28

名 張 市 129.77 76,634 5,833 5,673 11,506 12 4 5 0 0 5 14 5 0 0 173 16

計 ２　　市 688.00 163,717 11,959 11,637 23,596 42 6 6 0 0 6 34 15 0 0 454 44

尾 鷲 市 192.71 16,442 925 938 1,863 7 1 0 0 0 0 5 2 0 0 56 3

熊 野 市 373.35 16,060 971 979 1,950 6 1 0 0 1 1 8 5 0 0 78 4

北牟婁郡 256.53 14,846 807 777 1,584 7 1 0 0 0 0 9 4 0 0 66 4

南牟婁郡 167.75 18,693 1,345 1,283 2,628 6 1 0 0 2 2 9 5 0 0 68 5

計 2市3町 990.34 66,041 4,048 3,977 8,025 26 4 0 0 3 3 31 16 0 0 268 16

合
計
14市15町 5,774.45 1,779,770 137,185 131,013 268,198 372 157 54 0 10 64 351 160 1 1 3,903 333

※

    ６　児童相談所管内別基礎データ

１ 面積は、令和元年10月1日現在（国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」）
２ 人口は、令和元年10月1日現在（三重県年齢別人口調査結果）
３ 保育所数は、令和2年4月1日現在（子ども・福祉部少子化対策課）
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８ 児童相談の種類及び主な内容 
 

養

護

相

談 

１ 児 童 虐 待 相 談 児童虐待の防止等に関する法律の第２条に規定する次の行為に関
する相談。 
(1) 身体的虐待 
生命・健康に危険のある身体的な暴行 
(2) 性的虐待 
性交、性的暴行、性的行為の強要 
(3) 心理的虐待 
暴言や差別など心理的外傷を与える行為、児童が同居する家庭
における配偶者、家族に対する暴力 
(4) 保護の怠慢、拒否（ネグレクト） 
保護の怠慢や拒否により健康状態や安全を損なう行為及び棄児 

２ そ の 他 の 相 談 父又は母等保護者の家出、失踪、死亡、離婚、入院、稼働及び服役
等による養育困難児、迷子、親権を喪失・停止した親の子、後見人を
持たぬ児童等環境的問題を有する子ども、養子縁組に関する相談。 

保
健
相
談 

３ 保 健 相 談 未熟児、虚弱児、ツベルクリン反応陽転児、内部機能障がい、小児
喘息、その他の疾患（ 精神疾患を含む）等を有する子どもに関する
相談。 

障

が

い

相

談 

４ 肢 体 不 自 由 相 談  肢体不自由児、運動発達の遅れに関する相談。 
５ 視聴覚障がい相談 
 

 盲（弱視を含む）、ろう（難聴を含む）等視聴覚障がい児に関する
相談。 

６ 言語発達障がい等
相談 

 
 

構音障がい、吃音、失語等音声や言語の機能障がいをもつ子ども、
言語発達遅滞を有する子ども等に関する相談。ことばの遅れの原因が
知的障がい、自閉症、しつけ上の問題等他の相談種別に分類される場
合は該当の種別として取り扱う。 

７ 重症心身障がい相談  重症心身障がい児（者）に関する相談。 
８ 知 的 障 が い 相 談  知的障がい児に関する相談。 
９ 発 達 障 が い 相 談  自閉症、アスペルガー症候群、その他広汎性発達障がい、学習障が

い、注意欠陥多動性障がい等の子どもに関する相談。 

非

行

相

談 

１０ ぐ 犯 等 相 談 
 
 

 虚言癖、浪費癖、家出、浮浪、乱暴、性的逸脱等のぐ犯行為若しく
は飲酒、喫煙等の問題行動のある子ども、警察署からぐ犯少年として
通告のあった子ども、又は触法行為があったと思料されても警察署か
ら法第２５条による通告のない子どもに関する相談。 

１１ 触法行為等相談 
 
 
 

 触法行為があったとして警察署から法第２５条による通告のあっ
た子ども、犯罪少年に関して家庭裁判所から送致のあった子どもに関
する相談。受け付けた時には通告がなくとも調査の結果、通告が予定
されている子どもに関する相談についてもこれに該当する。 

育

成

相

談 

１２ 性 格 行 動 相 談 
 
 

 子どもの人格の発達上問題となる反抗、友達と遊べない、落ち着き
がない、内気、緘黙、不活発、家庭内暴力、生活習慣の著しい逸脱等
性格もしくは行動上の問題を有する子どもに関する相談。 

１３ 不 登 校 相 談 
 
 

 学校及び幼稚園並びに保育所に在籍中で、登校(園)していない状態
にある子どもに関する相談。非行や精神疾患、養護問題が主である場
合等には該当の種別として取り扱う。 

１４ 適 性 相 談  進学適性、職業適性、学業不振等に関する相談。 
１５ 育児・しつけ相談 
 

 家庭内における幼児の育児・しつけ、子どもの性教育、遊び等に関
する相談。 

 １６ そ の 他 の 相 談  １ ～ 15 のいずれにも該当しない相談。 
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 (1)  児童相談所別・通告経路別件数       単位：件

保
育
所

左
以
外

北 男 34 378 2 23 2 0 109 1 0 14 38 1 0 335 55 6 3 1,001

勢 女 26 260 1 6 3 1 92 1 0 21 32 3 0 169 56 5 12 688

60 638 3 29 5 1 201 2 0 35 70 4 0 504 111 11 15 1,689

鈴 男 12 125 2 8 0 0 97 2 1 8 10 0 1 203 14 3 0 486

鹿 女 12 115 3 4 0 0 87 0 1 6 12 0 0 99 24 1 1 365

24 240 5 12 0 0 184 2 2 14 22 0 1 302 38 4 1 851

中 男 36 179 2 8 0 3 83 0 0 15 16 4 0 253 47 5 3 654

勢 女 32 119 1 15 0 2 67 0 0 7 28 0 1 126 34 5 1 438

68 298 3 23 0 5 150 0 0 22 44 4 1 379 81 10 4 1,092

男 10 58 0 6 0 0 14 0 0 1 5 0 0 113 9 0 2 218

女 1 41 0 3 0 0 16 0 0 0 6 0 0 59 12 1 3 142

11 99 0 9 0 0 30 0 0 1 11 0 0 172 21 1 5 360

伊 男 10 81 0 0 0 0 43 0 0 2 30 3 0 139 11 0 2 321

賀 女 3 52 1 1 0 0 42 0 0 0 25 0 0 54 13 1 2 194

13 133 1 1 0 0 85 0 0 2 55 3 0 193 24 1 4 515

紀 男 2 130 0 4 0 0 8 0 0 0 9 1 0 57 0 0 0 211

州 女 6 60 0 2 0 0 13 0 0 0 5 0 0 39 0 0 0 125

8 190 0 6 0 0 21 0 0 0 14 1 0 96 0 0 0 336

男 104 951 6 49 2 3 354 3 1 40 108 9 1 1,100 136 14 10 2,891

女 80 647 6 31 3 3 317 1 1 34 108 3 1 546 139 13 19 1,952

184 1,598 12 80 5 6 671 4 2 74 216 12 2 1,646 275 27 29 4,843

3.8 33.0 0.2 1.7 0.1 0.1 13.9 0.1 0.0 1.5 4.5 0.2 0.0 34.0 5.7 0.6 0.6 100

セ

ン

タ

ー

児
童
家
庭
支
援

経路

小 計

計

市

町

の

機

関

計

学

校

等

保
健
所

児童福祉
施設等

警

察

等

小 計

小 計

小 計

合 計

構成比(%)

家

庭

裁

判

所

南
勢
志
摩

小 計

小 計

児相

県

の

機

関

そ

の

他

１　相談受付の状況

児

童

本

人

児

童

委

員

家

族

・

親

戚

医
療
機
関

認
定
こ
ど
も
園

近

隣

・

知

人

里

親

保健医療

Ⅱ 児 童 相 談 の 状 況
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 (2)  年度別・種類別件数 単位：件

肢
体
不
自
由

視

聴

覚

言

語

発

達

重

症

心

身

知
的
障
が
い

発
達
障
が
い

ぐ
犯
行
為
等

触
法
行
為
等

性

格

行

動

不

登

校

適

性

し

つ

け
962
(811)
523
(451)
573
(475)
198
(167)
317
(244)
95
(77)
2,668
(2,225)

55.1 0.0 0.2 0.0 0.0 0.2 36.4 1.5 0.5 0.5 3.3 0.3 1.1 0.7 0.1 100

2,508
(2,056)
1,977
(1,594)
1,601
(1,234)
1,597
(1,213)
1,355
(1,030)
1,389
(1,054)
1,427
(1,006)
1,392
(934)
1,325
(856)
966
(533)

56 198 21 4 7 3,391

38

34 3,69636 1,729 47 49 73 153 32 2 10

1,689

360

336

4,843

1,092

16 10

7

2 10 0 92

8 8

6 1,624 77 27

11 1,508 51 24

0 120

13 0 88

72 24

31

7 10 1,671 119 26

17 1,636 72 30

伊
賀 0 1 0

非行相談 育　成　相　談 そ

の

他

北
勢 0 3 0 0 1

児相

養

護

相

談

保

健

相

談

障　が　い　相　談種類

6 37 3 0649 0

26 1581,76510計 0 11 0 0

8 19 5 0

3 0

144

158 3 0 2

0 16

20

相

談

所

別
0 6 50

0 00 0

中
勢 0 6 0 0 2 0

南
志 0 0 0 0 1

5 458

20 1 0 0 0 851

 構成比
(%)

171 53 27 039 1 3 46紀
州 0 0 0 0 0

53

鈴
鹿

11

40 5 6 3,579

合

計

48 8 4,123

46 7 4,602

515

1 0

35 714

2

14

35 0 28

14

10 3,688

86 20 50 172 27 2 3 1 3,398

39 162

48

142 42 24

0 74

5 1,573

110

49 38 71

201 133

2 115

1,570

1,611 45 54 121 162 36

H26

H27

過
　
去
　
の
　
相
　
談
　
件
　
数
　
　
（
年
度
別
）

H30 0 11

2 14

7 12

3 6

H29 1 20

H28

H21

H22

H23

H24

H25

3 16

33 25 3,792

10 0 0 3 285 6 5 7

0 0 11 1,663 115 28 145 23

123 26 381

170 43 7 9 17 3,410

2231 10 1 91 9

3 12 1 145 102 1,686 58 53 138

8 19 3,638

※ 養護相談欄の（ ）は、内数で児童虐待相談の受付件数を示します。
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 相談受付件数の推移 

 
 

   平成３１年度（令和元年度）の相談受付件数は４，８４３件と対前年度比で５．２％

の増加となりました。児童相談受付件数は全体的に増加していますが、児童虐待相談受

付件数の増加が顕著になっています。 

 

(3) 市町における児童家庭相談受付件数＜参考＞               単位：件 

 養護 

相談 

保健 

相談 

障がい 

相  談 

非行 

相談 

育成 

相談 

その他 

相談 
計 

北勢児童相談所管内 

（３市５町） 

1,354 

(847) 
8 694 1 523 104 2,684 

鈴鹿児童相談所管内 

   (２市) 

936 

(461) 
4 653 14 624 67 2,298 

中勢児童相談所管内 

    (２市３町） 

544 

(370) 
13 169 4 606 43 1,379 

南勢志摩児童相談所 

管内 （３市４町） 

421 

(243) 
2 95 1 65 15 599 

伊賀児童相談所管内 

（２市） 

524 

(337) 
3 49 1 507 14 1,098 

紀州児童相談所管内 

（２市３町） 

138 

(135) 
0 245 2 190 12 587 

 計（14市 15 町） 
3,917 

(2,393) 
30 1,905 23 2,515 255 8,645 

 ※ １ 「市町児童家庭相談援助指針（厚生労働省）」に定める統計を元に作成しました。 

   ２ （ ）は内数で、児童虐待相談件数です。 

   ３ 児童相談所における受理件数と重複しているものを含みます。（市町で受理後、児童相談所へ送致又は

指導援助を求めたものを含みます。） 

3638

3696

3579

3391

3398

3688

3792

4123
4602

4843

0

1000

2000

3000

4000

5000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

相談受付
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年
齢
別

種
類
別

養
護
2
5
3
1
8
7
1
7
9
1
6
6
1
8
6
1
5
2
1
7
3
1
6
3
1
4
6
1
4
4
1
5
4
1
2
5
1
2
1
1
4
1
1
0
7
8
8
6
4
8
0
3
9
2
,6
6
8

保
健
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

肢
体
不
自
由
0
0
0
0
0
0
1
0
2
1
0
0
0
1
1
2
1
2
0
1
1

視
聴
覚
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

言
語
発
達
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

重
症
心
身
障
が
い
1
3
0
0
0
1
0
1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
3
0
1
0

知
的
障
が
い
1
1
1
3
2
8
1
8
6
1
4
6
1
3
0
7
8
1
1
6
1
0
7
9
2
1
4
3
1
1
6
8
9
1
8
8
1
2
6
9
3
1
1
4
1
6
1
,7
6
5

発
達
障
が
い
0
0
2
7
9
3
3
3
8
7
5
6
3
4
6
2
1
3
0
7
2

ぐ
犯
行
為
等
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
2
1
8
8
2
2
0
2
4

触
法
行
為
等
0
0
0
0
0
1
1
0
1
1
0
3
3
7
4
3
1
0
1
2
6

性
格
行
動
0
5
1
1
2
6
8
0
3
7
6
9
7
2
3
2
3
2
1
1
1
8
6
2
1
5
8

不
登
校
0
0
0
0
0
0
0
1
1
0
1
1
3
2
1
3
0
0
1
1
4

適
性
0
0
0
0
2
1
7
5
3
6
3
3
7
1
3
3
0
0
0
0
5
3

し
つ
け
1
9
5
5
6
4
2
1
0
0
1
0
0
0
1
0
0
0
0
3
5

そ
の
他
0
0
0
1
0
1
1
0
0
2
1
0
0
1
0
0
0
0
0
7

計

構
成
比
(%
)
5
.3
4
.4
4
.5
5
.6
6
.1
6
.9
6
.6
5
.2
6
.0
5
.6
5
.5
6
.1
5
.6
5
.6
7
.0
5
.0
3
.5
4
.3
1
.2
1
0
0

北
勢
9
3
8
2
8
3
8
6
1
0
1
9
4
1
0
8
1
0
3
9
1
9
2
9
4
1
0
4
9
5
9
6
1
1
9
7
8
6
9
8
2
1
9
1
,6
8
9

鈴
鹿
4
4
4
0
4
3
5
5
4
8
6
5
6
0
4
5
5
9
4
9
4
1
4
5
4
1
4
9
4
8
3
9
3
1
4
1
8
8
5
1

中
勢
5
6
4
9
4
6
5
8
5
8
7
7
7
0
4
8
8
6
5
7
5
6
7
3
6
2
5
1
9
0
7
1
3
5
3
4
1
5
1
,0
9
2

南
勢
志
摩
2
5
1
2
1
6
2
0
1
9
3
0
2
5
1
4
1
9
9
1
7
2
1
1
9
2
1
2
7
2
1
1
1
2
8
6
3
6
0

伊
賀
2
6
1
7
1
9
2
4
3
2
2
9
3
6
2
8
1
6
4
5
3
8
2
9
3
6
4
2
3
6
2
2
1
4
1
8
8
5
1
5

紀
州
1
2
1
5
1
2
2
9
3
7
3
8
1
7
1
5
1
7
1
9
2
0
2
1
1
9
1
3
2
0
1
2
1
0
7
3
3
3
6

0
歳
1
歳
2
歳
3
歳
4
歳

計
1
4
歳

1
1
歳
1
2
歳

(4
)　
種
類
別
・年
齢
別
件
数

単
位
：件

7
歳
8
歳

5
歳
6
歳

1
7
歳
1
8
歳
以
上

1
5
歳
1
6
歳

9
歳
1
0
歳

2
7
1

2
5
6
2
1
5
2
1
9
2
7
2
2
9
5
3
3
3
3
1
6
2
5
3
2
8
8

1
3
歳

2
9
3
2
7
2
2
7
2
3
4
0

2
6
6

4
,8
4
3

2
4
3
1
7
0
2
1
0
5
9
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対
応

種
類

家 庭 裁 判 所 送 致 （ 再 掲 ）

法 第 2 7 条 の 3 に よ る

児
童
虐
待
相
談
2
1
6
1
,8
9
4
4
9
0
2
0
0
0
0
6
6
0
0
0
7
0
1
3
0
2
,2
2
9
0
0
0

そ
の
他
の
相
談
9
5
2
2
3
5
0
0
0
0
0
0
0
7
1
0
0
0
2
3
0
1
3
4
4
5
2
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

肢
体
不
自
由
相
談
0
2
0
0
0
0
0
0
1
0
1
0
0
0
0
0
6
1
1
1
0
0
0

視
聴
覚
障
害
相
談
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

言
語
発
達
障
害
等
相
談
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

重
症
心
身
障
害
相
談
3
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
3
0
9
0
0
0

知
的
障
害
相
談
1
,6
8
1
1
6
1
0
0
0
0
0
5
4
0
5
0
0
0
0
0
4
1
1
1
,7
7
2
0
0
0

発
達
障
害
相
談
4
7
8
0
0
0
0
0
0
3
0
0
0
0
0
0
0
1
4
0
7
2
0
0
0

ぐ
犯
行
為
等
相
談
0
1
7
0
1
0
0
0
0
0
1
4
0
0
0
0
1
0
0
2
4
0
0
0

触
法
行
為
等
相
談
1
1
1
0
5
0
0
0
0
0
9
0
0
0
0
0
0
0
2
2
8
0
0
0

性
格
行
動
相
談
7
4
6
5
2
2
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
1
0
3
2
1
5
9
0
0
0

不
登
校
相
談
6
6
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
1
1
1
5
0
0
0

適
性
相
談
5
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
5
3
0
0
0

育
児
・
し
つ
け
相
談
2
9
4
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
3
5
0
0
0

1
1
0
0
0
0
0
0
0
0
5
0
0
0
0
0
0
1
8
0
0
0

2
,2
0
6
2
,2
4
8
1
4
1
7
0
2
0
0
5
8
1
0
1
6
3
0
0
2
3
1
1
3
3
8
2
4
,8
6
7
0
0
0

4
5
.3
4
6
.2
0
.3
0
.3
0
.0
0
.0
0
.0
0
.0
1
.2
0
.2
3
.3

0
.0
0
.0
0
.6
0
.0
0
.7
1
.7
1
0
0
.0

※
対
応
は
複
数
と
な
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
受
付
件
数
よ
り
対
応
件
数
の
方
が
多
くな
り
ま
す
。

※
構
成
比
に
つ
い
て
、
小
数
点
第
２
位
で
四
捨
五
入
し
て
い
る
た
め
、
合
計
が
1
0
0
を
超
え
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
単
位
：件

対
　
　
応
　
　
件
　
　
数
　
　
　
　
　
（　
　
年
　
　
度
　
　
中
　
　
）

未 対 応 件 数 （ 年 度 末 現 在 ）

面
接
指
導
児 童 福 祉 司 指 導

児 童 委 員 指 導

指 導 ・ 指 導 委 託

児 童 家 庭 支 援 セ ン タ ー

市 町 村 指 導 委 託

市 町 村 送 致

施 設 入 所 待 機 （ 再 掲 ）

そ 　 の 　 他

計

２
　
相
談
対
応
の
状
況

(1
)　
種
類
別
・対
応
別
件
数

入 　 　 所

構
成
比
(%
)

育 成 相 談

そ
の
他
の
相
談

計

保
健
相
談

障 害 相 談 非 行
相 談

施 設 入 所 待 機 （ 再 掲 ）

指 定 発 達 支 援 医 療 機 関 委 託

里 親 委 託 等

に よ る 家 庭 裁 判 所 送 致

法 第 2 7 条 第 1 項 第 4 号

養
護
相
談

利 　 　 　 用 　 　 　 契 　 　 約

障 害 児 入 所 施 設 等 へ の

助  言  指  導

継  続  指  導

他 機 関 あ っ せ ん

通 　 　 所

福 祉 事 務 所 送 致 又 は 通 知

訓 戒 ・ 誓 約

児
童
福
祉
施
設
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 ０
～
 ６
～
 1
2～
 1
5歳

  
 ５
歳
  
 1
1歳
  
 1
4歳
  
 以
上

養
児
 童
 虐
 待

13
34
11
0
59

25
22
8
32

1
10

0
17
9
10
23
2

9

護
そ
　
の
　
他

7
9
52

33
25
11
9
34

6
4

0
61

14
11
9

7

0
0

0
1

0
1

0
0

0
0

1
0

1
0

1
0

1
6
10

17
4

0
1

0
12

1
18

0

1
0

4
8

1
13

2
0

0
0

9
0
11

3

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

22
43
16
7
10
7
61
37
8
72

7
15

0
26
2
25
38
1
19

11
.4
44
.2
28
.3
16
.1
10
0.
0
18
.9
1.
8
3.
8

0
68
.8
6.
6
99
.9

年 度 末 継 続 保 護
計

里 親 委 託

帰 宅

そ の 他

計

児 童 福 祉

施 設 入 所

受
　
付
（
年
度
中
）

対
　
応
（
年
度
中
）

他 児 相 ・

機 関 移 送

家 庭 裁 判

所 送 致

単
位
：
件

構
　
成
 比
 (
%)

３
  
一
時
保
護
の
状
況

(1
)　
種
類
別
・
年
齢
別
受
付
対
応
件
数
（
所
内
保
護
分
）

前 年 度 末

継 続 保 護

非
　
　
　
行

育
　
　
　
成

保
健
・
そ
の
他

計

障
　
が
　
い

  
種
　
類

　
　
  
  
 受
付
対
応
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(2
)　
対
応
別
保
護
延
べ
日
数
（
所
内
保
護
分
）

2,
64
7
28
1
41
1
3,
80
5
79
7
7,
94
1

(3
)　
年
度
別
・
年
齢
別
受
付
対
応
件
数
（
所
内
保
護
分
）

単
位
：
件

  
  
 区
分

年
度
別 Ｒ
１

22
43

16
7

10
7

61
37
8

72
7

15
0

26
2

25
38
1

19

Ｈ
３
０

22
73

18
8

13
0

10
1

49
2

74
7

30
1

34
2

38
49
2

22

Ｈ
２
９

20
56

20
5

12
5

10
2

48
8

81
6

28
0

34
1

30
48
6

22

Ｈ
２
８

17
88

21
2

13
4

64
49
8

72
4

13
1

37
7

28
49
5

20

Ｈ
２
７

22
94

19
0

13
3

54
47
1

75
7

26
0

33
3

35
47
6

17

Ｈ
２
６

17
55

15
6

10
9

66
38
6

70
5

9
0

27
1

26
38
1

22

Ｈ
２
５

23
98

17
9

10
3

63
44
3

75
7

12
0

32
4

31
44
9

17

Ｈ
２
４

17
85

13
9

10
4

48
37
6

11
4

6
16

1
19
7

36
37
0

23

Ｈ
２
３

17
85

13
7

13
3

64
41
9

12
7

6
23

1
23
4

28
41
9

17

Ｈ
２
２

19
61

13
5

99
37

33
2

11
1

3
9

2
18
9

20
33
4

17

延
　
日
　
数

前 年 度 末

継 続 保 護

単
位
：
日

 

児 童 福 祉

施 設 入 所

里 親

委 託

他 児 相 ・

機 関 移 送

対
　
　
　
　
　
　
　
  
 　
応

帰 宅

そ の 他

計

年 度 末 継 続 保 護
０
～
５
歳

そ の 他

他 児 相 ・

機 関 移 送

家 庭 裁 判 所

送 致

６
～
11
歳
12
～
14
歳
15
歳
以
上
計

帰 宅

計

児 童 福 祉

施 設 入 所

里 親 等

委 託

受
　
　
　
　
　
　
　
　
付

対
　
　
　
　
　
　
　
　
応
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一時保護対応件数（年度中）の推移（北勢及び中勢児童相談所の一時保護所の合計） 

 

 北勢及び中勢児童相談所の一時保護所における一時保護対応件数（年度中）の推移で

す。対応件数は増加傾向にありましたが、平成 31年度（令和元年度）は児童養護施設へ

の委託の増加もあり、対応件数・延べ日数ともに減少しました。 

 

 

(4) 一時保護対応件数（年度中）（委託保護分）            単位：件 

    児相 

委託先 
北 勢 鈴 鹿 中 勢 

南 勢 

志 摩 
伊 賀 紀 州 計 

保護延べ 

日数(日) 

児童養護施設 99 82 46 33 36 4 298 6,191  

乳 児 院 65 13 22 1 8 0 109 2,714  

障がい児施設 9 3 5 14 14 1 46 524  

その他の施設 1 0 0 0 0 0 1 10  

里    親    5    3 2 2 9 1 22 233  

そ の 他 7 3 8 0 0 1 21 283  

計    186 104 83 50 67 7 497 9,955  

児童相談所長は、必要に応じて児童養護施設、里親等に一時保護を委託することができます。 

6751

8350

7217
7641
7162

8948
9834

8664 8508
7941

334

419

370

449

381

476
495 486 492

381

200

250

300

350

400

450

500

550

600

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 H29 H30 R1

延日数

対応件数
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４ 児童福祉施設入所児童数（平成 31 年度（令和元年度）末） 
単位:人 

児童相談所 

施設の種類 
北勢 鈴鹿 中勢 

南勢 

志摩 
伊賀 紀州 計 

乳児院 １４ ７ １２ ０ ２ ０ ３５ 

児童養護施設 １０５ ６０ ８８ ４９ ２５ ６ ３３３ 

児童自立支援施設 ３ １ ６ ０ ０ ０ １０ 

児童心理治療施設 ８ ０ １ ０ ３ ０ １２ 

自立援助ホーム ４ ０ ２ ０ ０ ０ ６ 

ファミリーホーム １０ ５ ６ １ ２ ０ ２４ 

小 計 １４４ ７３ １１５ ５０ ３２ ６ ４２０ 

福祉型障害児入所 

施設（知的障害児） 

３２ 

（２） 

１６ 

（３） 

２４ 

（２） 

１０ 

（１） 

２１ 

（10） 

３ 

（２） 

１０６ 

（２０） 

福祉型障害児入所 

施設（盲児） 

０ 

（０） 

１ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

１ 

（０） 

医療型障害児入所 

施設（自閉症児） 

９ 

（９） 

４ 

（４） 

５ 

（５） 

１ 

（１） 

２ 

（２） 

２ 

（２） 

２３ 

（２３） 

医療型障害児入所 

施設（肢体不自由児） 

３ 

（１） 

２ 

（０） 

７ 

（２） 

２ 

（２） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

１４ 

（５） 

指定発達支援医療機

関（重症心身障害児） 

６ 

（１） 

１１ 

（６） 

７ 

（２） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

２４ 

（９） 

医療型障害児入所施

設（重症心身障害児） 

２ 

（２） 

１ 

（１） 

０ 

（０） 

１ 

（１） 

１ 

（１） 

０ 

（０） 

５ 

（５） 

小 計 
５２ 

（15） 

３５ 

（14） 

４３ 

（11） 

１４ 

（５） 

２４ 

（13） 

５ 

（４） 

１７３ 

(６２) 

計 １９６ １０８ １５８ ６４ ５６ １１ ５９３ 

 ※ （ ）は内数で、契約入所人数です。 
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Ⅲ  相談種別別対応件数等の状況  

１  養護相談の状況 

(1) 養護理由別対応件数                         単位：件 

   理由 
 
 
 
対応 

家
出
・
失
踪 

死

亡 

離

婚 

傷
病
・
入
院 

家 庭 環 境 そ

の

他 
計 虐

待 

そ
の

他 

施 設 入所  2 1 0 10 66 53 5 137 

里 親 委託 4 1 0 5 7 13 0 30 

面 接 指導 8 0 0 22 2,114 274 19 2,437 

そ の 他 0 3 0 2 42 30 0 77 

計 14 5 0 39 2,229 370 24 2,681 

構成比(%) 0.5 0.2 0.0 1.5 83.1 13.8 0.9 100.0 

過

去

の

相

談

件

数

（

年

度

別

） 

Ｈ30 21 10 0 46 2,074 369 17 2,537 

Ｈ29 16 16 4 35 1,670 344 18 2,103 

Ｈ28 11 3 4 56 1,310 331 12 1,727 

Ｈ27 21 12 12 45 1,291 316 18 1,715 

Ｈ26 14 5 1 40 1,112 284 9 1,465 

Ｈ25 6 4 4 37 1,117 311 11 1,490 

Ｈ24 9 6 11 22 1,022 366 32 1,468 

Ｈ23 5 2 2 29 930 395 26 1,389 

Ｈ22 7 8 3 59 858 343 46 1,324 

Ｈ21 11 10 2 57 541 337 25 983 
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   養護相談対応件数の推移 

 

 

   養護相談対応件数は増加傾向にあります。これは児童虐待相談対応件数の増加に伴うものであり、 

  平成３１年度（令和元年度）は、養護相談２，６８１件のうち、児童虐待対応が２，２２９件 

と約８３％を占めています。 

この背景として、核家族の増加や地域住民の繋がりの希薄化などによる家庭や地域における養育 

機能の低下が言われており、子育て家庭に対する適切な助言や支援とともに、社会的養護体制の充

実が求められています。 

1,324 1,389
1,468 1,490 1,465

1,715 1,727

2,103

2,537
2,681

858 930
1,022
1,117 1,112

1,291 1,310

1,670

2,074
2,229

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

養護相談対応
件数

児童虐待対応
件数
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(2) 虐待相談の対応状況 

表１ 相談件数の年次推移 単位：件 

年 度    Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ H31(R1) 

全 国    59,919 66,701 73,802 88,931 103,286 122,575 133,778 159,838 193,780 

三重県    930 1,022 1,117 1,112 1,291 1,310 1,670 2,074 2,229 

注）平成 31 年度（令和元年度）の全国の件数は速報値です。 
 

表２ 相談の経路 単位：件 

    経 路 
 
 
件 数 

県

の

機

関 

市

町

の

機

関 

施 
 

設 
 

等

 

児

童

福

祉 

警 

察 

等 

医

療

機

関 

保 

健 

所 

学 

校 

等 

里 
 
 

親 

児

童

委

員 

家 族 親 
 
 

戚 

近

隣

・

知

人 

児

童

本

人 

そ 

の 

他 

計 

虐

待

者 
以

 

外 

虐

待

者 

相談件数 132 811 37 584 53 160 1 2 33 68 26 272 19 31 2,229 

構成比(%) 6.0 36.4 1.6 26.2 2.4 7.2 0.1 0.1 1.5 3.0 1.2 12.2 0.8 1.3 100.0 

 

表３ 主な虐待者 単位：件 

      虐待者 
件 数 

実  父 実  母 
実 父 以 外      
の 父 親 

実 母 以 外      
の 母 親 

そ の 他 計 

相談件数     941 1,125 89 8 66 2,229 

構成比(%) 42.2 50.5 4.0 0.4 3.0 100.0 

 

表４ 被虐待児の年齢内訳 単位：件 

  被虐待児 
件 数 

0～3歳 
未  満 

3 歳～学齢 
前 児 童 

小 学 生 中 学 生 
高 校 生 
そ の 他 

計 

相 談件 数 489 596 748 271 125 2,229 

構成比(%) 21.9 26.7 33.6 12.2 5.6 100.0 

 

表５ 主な虐待種別 単位：件 

     種 別 
件 数 

身体的虐待 性的虐待 
養育の拒否怠慢 
（ネグレクト） 

心理的虐待 計 

相 談件 数 689 39 440 1,061 2,229 

構成比(%) 30.9 1.7 19.7 47.6 100.0 

 

表６ 相談対応内訳 単位：件 

         対 応 
件 数 

児童福祉施設 
入    所 

里 親 委 託 面 接 指 導       そ  の  他       計 

相 談件 数 66 7 2,114 42 2,229 

構成比(%) 3.0 0.3 94.8 1.9 100.0 
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児童虐待相談対応件数の推移 

 

児童虐待の防止に対する地域社会の関心が高まっていることを背景に、全国の児童 

相談所における児童虐待相談対応件数は増加の一途にあります。 

三重県における児童虐待相談対応件数は、平成２４年度から１，０００件を超える 

    高い水準で推移しており、令和元年度の児童虐待相談対応件数は、２，２２９件と 

前年度比約７．５％の増加で、過去最多となりました。 

※Ｒ１の全国の対応件数は速報値 
  
虐待相談の経路 

 児童虐待の第一義的な相談窓口である「市町の機関」からの通告が８１１件と全体の

約３６％を占めています。次いで、「警察等」が５８３件、「近隣・知人」が２７２件、

となっています。 

56,384
59,919 66,701

73,802
88,931

103,260

122,575
133,778

159,838

193,780

858
930
1022
1117 1,112

1,291 1,310

1,670

2,074
2,229

200

700

1200

1700

2200

20,000

50,000

80,000

110,000

140,000

170,000

200,000

230,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

全国

三重県

県の機
関
市町の
機関

児童福
祉施設
等
警察等
家庭裁
判所

保健
所、医
療機関
学校等 里親

児童委
員

家族
（虐待
者）

家族
（虐待
者以外
親戚
近隣・
知人
児童本
人
その他

件数 132 811 37 583 1 53 160 1 2 33 68 26 272 19 31

0
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 主な虐待者の約５０％が実母で

す。 

 子育ての中心が母親で、子どもと

接する時間が長く、育児をはじめと

するさまざまなストレスが虐待を

誘発している場合が多いと考えら

れます。 

 学齢前の子どもが約４９％を占

めており、子育てに手が掛かる時期

の虐待が多い状況です。 

特に低年齢児は危険性が高く、 

注意が必要です。 

心理的虐待が約４８％と最も多

く、次いで身体的虐待が約３１％と

なっています。心理的虐待の増加

は、子どもが同居する家庭における

配偶者に対する暴力を目撃するこ

とが心理的虐待に該当することが

広く認知され、通告が増加している

ことによります。 

□主な虐待者 

 

□被虐待児の年齢 

 

□虐待種別 

 

実父
42.2%

実母
50.5%

実父以外
の父
4.0%

実母以外
の母
0.4%

その他
3.0%

実父
実母
実父以外の父
実母以外の母
その他

0歳～3歳
未満
21.9%

3歳～学齢前
26.7%

小学生
33.6%

中学生
12.2%

高校生
・その他
5.6%

0歳～3歳未満
3歳～学齢前
小学生
中学生
高校生・その他

身体的虐待
30.9%

心理的虐待
47.6%

養育の怠
惰・拒否
19.7%

性的虐待
1.7%

身体的虐待
心理的虐待
養育の怠惰・拒否
性的虐待
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ぐ犯 0 0 0 0 0 1 1 1 2 5 0 0 0 10

触法等 0 0 0 0 0 2 0 1 1 1 1 0 0 6

ぐ犯 0 0 0 0 0 0 0 0 3 1 1 0 0 5

触法等 1 0 0 1 0 0 0 3 0 2 0 0 0 7

ぐ犯 0 0 0 0 0 0 1 0 3 2 1 1 0 8

触法等 0 0 1 0 0 1 1 2 2 0 0 0 1 8

南　勢 ぐ犯 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

志　摩 触法等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ぐ犯 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

触法等 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 2

ぐ犯 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

触法等 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 3

ぐ犯 0 0 0 0 0 1 2 1 8 8 2 2 0 24

触法等 2 0 1 1 0 3 3 7 4 3 1 0 1 26

鈴鹿

北　勢

15
歳

13
歳
14
歳

年　齢

相談所別 　種別

11
歳

計

２　非行関係相談の状況
(1)　ぐ犯、触法行為別・年齢別受付件数         　　　　　　　　　　　　　　　　単位：件

6
歳
以
下

7
歳
8
歳
9
歳
10
歳

合
　
計

中　勢

16
歳
17
歳

18
歳
以
上

紀　州

伊　賀

12
歳
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 非行相談受付件数の推移 

 
県内児童相談所への相談通告件数は、平成２１年度をピークに減少していましたが、

平成２９年度は触法相談が前年比 2.4 倍となったことから増加しました。平成２９年

度以降は再度減少しています。 

 

 年齢別非行相談 

 

 

   非行相談は、１３歳から１５歳の相談が多くなっています。 
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８歳
以下
９歳 １０歳 １１歳 １２歳 １３歳 １４歳 １５歳 １６歳

１７歳
以上

ぐ犯 0 0 0 1 2 1 8 8 2 2

触法等 3 1 0 3 3 7 4 3 1 1

0
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３ 不登校相談の状況 

(1) 年度別・学年別受付件数                          単位：件 

区 分 
幼
稚
園 

保
育
所 

小   学   校 中 学 校 高 
校 
等 
計 １ 

年 
２ 
年 
３ 
年 
４ 
年 
５ 
年 
６ 
年 
１ 
年 
２ 
年 
３ 
年 

北  勢 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 3 

鈴  鹿 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 

中  勢 0 0 1 0 1 1 1 0 0 1 0 5 

南勢志摩 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 

伊  賀 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 3 

紀  州 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

計 0 1 1 0 1 1 3 2  1 3 1 14 

構成比(%) 0.0 7.1 7.1 0.0 7.1 7.1 21.5 14.4 7.1 21.5 7.1 100.0 

過 去 の 相 談 件 数 

年 
 
度 
 
別 

Ｈ30 1 1 1 1 4 1 6 4 3 0 1 23 

Ｈ29 1 2 2 1 2 0 2 7 8 0 1 26 

Ｈ28 1 2 3 1 1 2 6 11 6 5 4 42 

Ｈ27 0 1 2 3 5 1 3 11 6 1 2 35 

Ｈ26 0 0 0 0 1 2 2 5 12 4 3 27 

Ｈ25 0 0 0 1 1 1 2 4 7 7 1 21 

Ｈ24 0 1 2 1 2 4 8 8 9 1 4 40 

Ｈ23 0 0 0 1 2 2 1 5  12 8 1 32 

Ｈ22 0 1 1 3 0 0 4  9 9  5 4 36 

Ｈ21 1 1 2 1 4 2 3  1 8  17 3 43 

 

(2) 児童相談所別対応件数                           単位：件 

 
児 相 

 
対 応 

相  談  所  別 

北 

勢 

鈴 

鹿 

中 

勢 

志 

摩 

南 

勢 

伊

賀 

紀

州 

計 

構
成
比
（
％
） 

指
導 

面
接 

助 言 指 導 0 0 4 1 0 1 6 42.9 

継 続 指 導  2 1 1 0 2 0 6 42.9 

他機関へ斡旋紹介 0 0 0 0 0 0 0 0 

児 童 福祉施設入所 0 0 0 0 1 0 1 7.1 

障害児施設等への利用契約 0 0 0 0 0 0 0 0 

そ の 他 1 0 0 0 0 0 1 7.1 

合 計 3 1 5 1 3 1 14 100.0 

 

- 35-



Ⅳ  里親の状況  
１ 児童相談所別里親登録数                           単位：組 

    区 分 
児相別 

平成 31 年 3 月 
末 現 在 

年 度 中 
新 規 登 録  

年 度 中 
登 録 取 消  

令和 2年 3月 
末 現 在 

北  勢 
127 

11 - 99 

鈴  鹿 9 2 46 

中  勢 64 14 4 74 

南勢志摩 23 - 3 20 

伊  賀 32 12 4 40 

紀  州 19 5 1 23 

計 265 51 14 302 

 
２ 委託児童数 

(1)  児童相談所別委託児童数（平成３１年度（令和元年度）末現在） 
               単位：人 

 年齢別 
委託児相別 

０歳 
１歳～ 
    ６歳 

７歳～ 
    12 歳 

13 歳～ 
    15 歳 

16 歳以上 計 

北  勢 2 17 13 6 15 53 

鈴  鹿 0 5 9 5 1 20 

中  勢 3 9 7 6 3 28 

南勢志摩 0 2 5 0 1 8 

伊  賀 0 1 4 4 2 11 

紀  州 0 2 1 5 1 9 

計 5 36 39 26 23 129 

 

 (2)  年度別里親登録数、委託児童数（各年度末現在） 

年 度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31(R1) 

里親登録数 189 209 233 262 234 265 302 

委託児童数 77 84 98 105 118 122 129 

 

３ 里親委託率（令和２年３月３１日現在） 
   上記以外に、７か所のファミリーホームに２４人の児童を委託中です。 
           里親・ファミリーホーム委託児童数 153 (129＋24) 
    里親委託率＝                         ×100 ＝２９．４％ 
           児童養護施設措置、乳児院措置、里親・ファミリーホーム委託児童数 

             521 （333 ＋ 35 ＋ 129＋24） 
※ 「三重県社会的養育推進計画」（令和２年３月策定）では、令和１１年度までに里親委託率を４５．０％ 

（就学前６０．０％、学齢期以降４０．０％）に引き上げることを目標とし、委託率向上に努めています。 
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南勢志
摩管内

伊賀
管内

桑

員

三

泗

鈴

亀

津

松

阪

南
勢
志
摩

伊
賀
名
張

尾

鷲

熊

野

183 331 221 261 207 225 170 38 30 1,666

興行場 2 2 1 2 2 1 10

図書類
取扱店 26 30 19 28 23 19 23 6 4 178

携帯電話
等販売店 35 54 33 48 32 36 27 11 6 282

がん具
・刃物 0 4 4 6 8 20 5 1 48

カラオケ 3 9 5 7 7 7 4 2 2 46

薬局薬店 31 61 42 50 44 34 30 5 3 300

コンビニ 77 145 96 100 79 91 65 10 12 675

ネットカフェ
マンガ喫茶 2 11 5 3 2 3 2 28

その他 7 15 16 17 10 14 14 3 3 99

519 867 846 1,183 891 974 503 220 239 6,242

493 788 530 650 558 570 398 89 79 4,155

183 331 221 261 207 225 170 38 30 1,666

100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

南勢志
摩管内

伊賀
管内

桑
員
三
泗
鈴
亀 津 松

阪
志
摩
南
勢

名
張
伊
賀

尾
鷲
熊
野

108 195 125 138 111 120 94 18 18 927

105 195 125 138 111 120 94 18 18 924

97.2 100 100 100 100 100 100 100 100 99.7

１　立入調査実施状況

Ⅴ　 青 少 年 健 全 育 成

立入調査 実施店数

実施率(%)
（実施店／現在店）

２　協力店舗状況（立入対象店舗の内子どもの利用の多い店舗）

立入調査 延べ人数

立入調査 延べ店数

単位：件

業
　
　
　
種

紀州管内
合

計

立入対象店舗数

北勢管内 中勢管内

単位：件

※注　立入対象店舗の内子どもの利用の多い店舗 … 図書取扱店、カラオケ、コンビニ、ネットカフェ

対 象 店 舗 数

協力店運動登録
数

協力店割合 (%)

北勢管内
合
 
計

中勢管内 紀州管内
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＜参考＞  

 

三重県児童福祉施設一覧表  

（ 令 和 2 年 4 月 1 日 現 在 ）  
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＜ 参 考 ＞  

三重県児童福祉施設一覧表  

乳 児 院 

番号 施  設  名 所  在  地 定員 電 話 番 号 郵便番号 

１ 乳児院ましろ 津市垂水 1300-30 10 (059)228-3920 514-0821 

２ エスペランス四日市 四日市市大字泊村 954 
25 
【さら 6】 

(059)346-1371 510-0894 

３ 里 山学院乳児院  津市河芸町影重 1162 10 (059)253-3780 510-0307 

※ 【 】は、一時保護実施特別加算の名称、定員（外数）を示す。 

 

児童養護施設 

１ み どり自由学園  津市乙部 33-5 
30 
(6) 
【みらい4】 

(059)226-3022 514-0016 

２ 聖マッテヤ子供の家 津市産品 732-1 
24 
(6) 

(059)237-5984 514-0076 

３ エスペランス四日市 四日市市大字泊村 954 
50 
(12) 

(059)346-1371 510-0894 

４ い せ子どもの家  伊勢市吹上 2-5-41 30 (0596)28-2678 516-0073 

５ 天理教三重互助園 伊勢市倭町 30-1 
18 
(6) 
(6) 

(0596)63-6200 516-0032 

６ 名 張 養 護 学 園 名張市朝日町 1263-3 
30 
(6) 

(0595)63-0717 518-0721 

７ 里 山 学 院  津市河芸町影重 1162 
30 
(6) 

(059)245-0116 510-0307 

８ 鈴 鹿 里 山 学 院 鈴鹿市上箕田 1丁目 6-2 
30 
【大樹 6】 

(059)381-6021 513-0056 

９ 聖 の 家 多気郡多気町津留 548-1 
18 
(6) 

(0598)38-2805 519-2189 

１０ 真 盛 学 園  津市安濃町今徳 247 
30 
(6) 

(059)268-2121 514-2313 

１１ 児童養護施設なないろ 津市垂水 1300-30 30 (059)228-3920 514-0821 

１２ エスペランス桑名 
桑名市長島町西外面 
1070 

30 (0594)41-1515 511-1143 

※ （ ）は、地域小規模養護施設の定員（外数）を示す。 

※ 【 】は、一時保護実施特別加算の名称、定員（外数）を示す。 
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福祉型障害児入所施設（知的障害児） 

１ 
障害児入所施設
聖 母 の 家  

四日市市波木町 398-1 40 (059)321-2855 510-0961 

２ 
三 重県いなば園  
く す の き 寮 

津市稲葉町 3989 30 (059)252-1780 514-1252 

３ 三 重 済 美 学 院 伊勢市辻久留 3-17-5 30 (0596)22-3212 516-0066 

４ 
こどもライフサポート
センター はーと 

名張市美旗中村 2326 20 (0595)65-3787 518-0615 

 

医療型障害児入所施設 （自閉症児・肢体不自由児） 

１ 
三重県立子ども心身 
発達医療センター 

津市大里窪田町 340-5 

自閉症児 
56 
肢体 
不自由児 
30 

(059)253-2000 514-0125 

 

医療型障害児入所施設（重症心身障害児） 

１ 
独立行政法人 
国立病院機構鈴鹿病院※ 

鈴鹿市加佐登３丁目 2-1 児者 120 (059)378-1321 513-8501 

２ 
独立行政法人 
国立病院機構三重病院※ 

津市大里窪田町 357 児者  50 (059)232-2531 514-0125 

３ 
済生会明和病院 
なでしこ障害児入所施設 

多気郡明和町上野 435 児者   8 (0596)52-0131 515-0312 

※ 指定発達支援医療機関 

 

児童自立支援施設 

１ 三 重 県 立 国 児 学 園 津市栗真町屋町 524 60 (059)232-2598 514-0102 

 

児童心理治療施設 

１ 
児童心理療育施設 
 悠（はるか） 

桑名市長島町横満蔵 
字長徳 568-3 

入所 

30 
通所 

10 

(0594)45-8085 511-1133 

 

児童自立生活援助事業（自立援助ホーム） 

１ 
自立援助ホーム 
つ  ば  さ 

桑名市長島町押付 530-5 
マンションビクトル 3-3 

6 (0594)42-4430 511-1113 

２ 
自立援助ホーム 
東 の 川 南 荘 

鈴鹿市江島本町 18-30 9 (059)324-2339 510-0234 
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小規模住居型児童養育事業 

１ 
チルドレンズホーム 
アシュレ 

名張市春日丘 1-107 6 (0595)63-0116 518-0453 

２ 
ファミリーホーム 
 絆 

伊賀市伊勢路 6-1 6 (0595)52-0409 518-0205 

３ 
ファミリーホーム 
「名張」 

名張市桔梗が丘 5-9-35 6 (0595)42-8525 518-0625 

４ さかもとホーム 津市南ヶ丘一丁目 18-4 5 (059)253-1255 514-0822 

５ ファミーユ 四日市市桜新町 2-92-4 6 (059)324-3079 512-1215 

６ 奈良ファミリーホーム 津市藤方 2204 5 (059)225-0588 514-0815 

７ ｎｉｋｏｎｉｋｏ 
四日市市采女が丘 
二丁目 165-2 

6 (059)390-1749 510-0953 

 

      児童家庭支援センター 

１ 
児童家庭支援センター 
 ま お 

四日市市泊村 1050-76 - (059)340-0022 510-0894 

２ 
児童家庭支援センター 
 「あかり」 

名張市朝日町 1263-3 - (0595)42-8331 518-0721 

３ 
児童家庭支援センター 
 たるみ 

津市垂水 1300-30 - (059)228-3920 514-0821 

４ 
児童家庭支援センター 
 わかぎ 

伊勢市倭町 30-1 - (0596)63-6205 516-0032 

５ 
児童家庭支援センター 
 みだ 

鈴鹿市上箕田１丁目 6-3 - (059)373-6025 513-0056 
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